
53.　4.　15
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
催しなどが中止・延期になる場合があります。

※市外局番は書いてあるものを除きすべて
042です。

座
振
替
依
頼
書
」
に
必
要
事
項
を

記
入
の
上
、
納
期
が
到
来
す
る
月

の
前
月
末
ま
で
に
、
納
税
課
宛
て

に
郵
送
し
て
く
だ
さ
い
。
市
が
手

続
き
を
代
行
し
ま
す
。

　
市
外
の
金
融
機
関
を
ご
利
用
の

方
や
多
忙
の
た
め
来
庁
す
る
時
間

が
な
い
場
合
な
ど
は
、
口
座
振
替

依
頼
書
を
郵
送
し
ま
す
の
で
、
納

税
課
管
理
係
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド 

で
も
口
座
振
替
の 

手
続
き
が
で
き
ま
す

　
【
手
続
き
で
き
る
場
所
】納
税
課

（
市
役
所
２
階
）、保
険
年
金
課・

介
護
福
祉
課
（
同
１
階
）

　
【
手
続
き
に
必
要
な
も
の
】①
口

座
振
替
し
よ
う
と
す
る
口
座
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
②
キ
ャ
ッ

シ
ュ
カ
ー
ド
の
暗
証
番
号
③
手
続

き
に
来
る
方
の
本
人
確
認
が
で
き

る
も
の
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
、

運
転
免
許
証
、
保
険
証
な
ど
）。

預
貯
金
通
帳
の
届
出
印
は
不
要
で

す
。

　
【
対
象
金
融
機
関
】み
ず
ほ
銀
行
、

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
、
三
井
住
友
銀

行
、
り
そ
な
銀
行
、
埼
玉
り
そ
な

銀
行
、
東
和
銀
行
、
き
ら
ぼ
し
銀

行
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
、
西
京
信
用

金
庫
、
西
武
信
用
金
庫
、
青
梅
信

用
金
庫
、
多
摩
信
用
金
庫
。

　
※
３
年
度
の
口
座
振
替
に
つ
い

て
は
、
第
１
期
分
か
ら
開
始
で
き

な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
、
詳

し
く
は
納
税
課
管
理
係
へ
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

振
替
済
み
の
確
認

　
口
座
振
替
後
の
「
振
替
済
通
知

書
」
は
送
付
し
て
い
ま
せ
ん
。
預

貯
金
通
帳
を
記
帳
し
て
い
た
だ
き
、

振
替
済
み
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し

て
く
だ
さ
い
。

　
軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）
は
、

口
座
振
替
し
た
方
に
対
し
て
６
月

中
旬
頃
に
一
括
し
て
「
口
座
振
替

済
通
知
書
」
を
送
付
し
ま
す
。

　
※
市
税
の
申
告
な
ど
で
証
明
が

必
要
な
場
合
は
、
国
民
健
康
保
険

税
・
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
・

介
護
保
険
料
の
納
付
額
証
明
書
を

発
行
し
ま
す
の
で
、
同
係
へ
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

注

意

事

項

　
①
残
高
不
足
に
ご
注
意
を
＝
納

期
を
過
ぎ
る
と
口
座
振
替
が
で
き

ま
せ
ん
の
で
、
口
座
の
残
高
な
ど

に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　
②
固
定
資
産
税
＝
振
替
口
座
を

登
録
し
た
後
に
、
固
定
資
産
の
相

続
、
売
買
な
ど
の
所
有
権
移
転
登

記
に
よ
っ
て
納
税
義
務
者
が
変
更

と
な
る
場
合
は
、
新
た
に
口
座
振

替
の
手
続
き
を
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
共
有
納
税
義
務
者

（
２
人
以
上
の
共
有
名
義
で
固
定

資
産
を
所
有
す
る
納
税
義
務
者
）

に
つ
い
て
も
、
共
有
員
（
共
有
の

代
表
者
を
含
む
）
の
う
ち
１
人
で

も
変
更
に
な
っ
た
場
合
は
、
同
様

に
口
座
振
替
の
手
続
き
を
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
共
有
員

は
変
更
せ
ず
共
有
持
分
の
み
変
更

し
た
場
合
は
、
口
座
振
替
の
登
録

が
継
続
さ
れ
ま
す
の
で
、
新
た
に

手
続
き
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
③
国
民
健
康
保
険
税
＝
世
帯
主

に
課
税
さ
れ
て
い
る
た
め
、
世
帯

員
の
加
入
状
況
に
変
更
が
あ
っ
た

場
合
で
も
、
世
帯
主
が
変
わ
ら
な

い
限
り
、
口
座
振
替
は
継
続
に
な

り
ま
す
。

　
詳
し
く
は
納
税
課
管
理
係
☎
４

７
０
・
７
７
２
９
へ
。

１
日
時
点
の
地
価
を
加
味
し
て
３

年
度
の
評
価
額
を
算
出
し
ま
し
た
。

　
３
年
度
に
お
い
て
も
税
負
担
の

公
平
性
と
い
う
観
点
か
ら
、
個
々

の
土
地
の
価
格
に
対
す
る
前
年
度

課
税
標
準
額
の
割
合
（
負
担
水

準
）
の
均
衡
化
を
図
る
調
整
措
置

（
負
担
調
整
）
が
継
続
さ
れ
、
負

担
水
準
が
一
定
以
上
の
土
地
は
税

額
が
下
が
る
か
据
え
置
か
れ
ま
す
。

こ
の
た
め
、
前
年
度
よ
り
価
格
が

下
が
っ
た
土
地
に
つ
い
て
も
、
税

額
は
据
え
置
か
れ
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　
負
担
水
準
が
一
定
以
下
の
土
地

に
つ
い
て
は
、
通
常
は
税
額
が
上

が
り
ま
す
が
、
３
年
度
は
据
え
置

か
れ
ま
す
。

　
な
お
、
利
用
状
況
に
変
化
が

あ
っ
た
り
、
分
筆
・
合
筆
・
地
積

更
正
登
記
な
ど
が
あ
っ
た
り
し
た

土
地
に
つ
い
て
は
、
そ
の
状
況
に

よ
っ
て
税
額
が
変
わ
る
こ
と
が
あ

り
ま
す
。

家
屋
の
評
価
・
税
負
担

　
３
年
度
は
家
屋
の
評
価
替
え
の

年
度
に
当
た
る
た
め
、
新
し
い
評

価
基
準
に
よ
り
新
増
築
分
の
家
屋

の
評
価
額
を
算
出
し
、
在
来
分
家

屋
も
こ
の
基
準
に
よ
っ
て
見
直
し

を
行
い
、
建
築
時
か
ら
の
年
数
の

経
過
に
応
じ
た
減
価
率
を
反
映
し

て
、
３
年
度
の
評
価
額
を
算
出
し

ま
し
た
。
た
だ
し
、
算
出
し
た
新

評
価
額
が
前
年
度
を
上
回
っ
た
場

合
は
、
前
年
度
の
評
価
額
に
据
え

置
き
、
下
回
っ
た
場
合
は
算
出
し

た
新
評
価
額
と
な
り
ま
す
。
こ
の

評
価
額
に
基
づ
き
税
額
を
算
出
し

ま
す
。

　
ま
た
、
こ
の
減
価
率
は
最
低
限

度
で
あ
る
２０
％
に
な
る
ま
で
緩
や

か
に
減
少
し
て
い
き
ま
す
が
、
家

屋
が
取
り
壊
さ
れ
な
い
限
り
、
ゼ

ロ
に
は
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、

年
数
の
経
過
し
た
古
い
家
屋
で
は

税
額
が
下
が
ら
な
い
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

新
築
住
宅
の
軽
減
適
用

終
了
に
つ
い
て

　
次
の
期
間
に
新
築
さ
れ
、
固
定

資
産
税
の
新
築
軽
減
が
適
用
さ
れ

て
い
た
家
屋
は
、
２
年
度
で
軽
減

の
適
用
期
間
が
終
了
す
る
た
め
、

３
年
度
か
ら
は
本
来
の
税
額
に
戻

り
ま
す
。

　
【
対
象
家
屋
】①
平
成
２９
年
１
月

２
日
～
３０
年
１
月
１
日
に
建
築
さ

れ
た
も
の
＝
一
般
住
宅
（
次
の
②

以
外
の
家
屋
）
②
平
成
２７
年
１
月

２
日
～
２８
年
１
月
１
日
に
建
築
さ

れ
た
も
の
＝
３
階
建
て
以
上
の
中

高
層
耐
火
住
宅
な
ど

固
定
資
産
税
・
都
市 

計
画
税
の
納
税
通
知
書

を
発
送
し
ま
す

　
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の

納
税
通
知
書
を
５
月
上
旬
に
発
送

し
ま
す
。
第
１
期
の
納
期
限
は
５

月
３１
日
（
月
）
で
す
。

　
※
課
税
明
細
書
と
納
税
通
知
書

を
１
冊
に
ま
と
め
て
い
ま
す
。
ま

た
、
共
有
物
件
の
納
税
通
知
書
は
、

代
表
者
以
外
の
共
有
者
に
も
送
付

し
て
い
ま
す
。
支
払
い
用
の
納
付

書
は
、
従
来
通
り
代
表
者
に
送
付

し
ま
す
。

　
詳
し
く
は
課
税
課
土
地
資
産
税

係
・
家
屋
資
産
税
係
☎
４
７
０
・

７
７
７
７
（
内
線
２
３
３
８
・
２

３
３
９
・
２
３
４
１
～
２
３
４

４
）
へ
。

ら
、
課
税
す
べ
き
額
の
一
部
を
、

一
般
会
計
か
ら
の
赤
字
繰
り
入
れ

（
元
年
度
決
算
で
は
、
４
億
３
０

０
０
万
円
）
と
、
国
保
事
業
運
営

基
金
（
貯
金
）
の
取
り
崩
し
に
よ

り
補
っ
て
い
ま
す
。

改

正

の

内

容

　
市
で
は
、
健
康
情
報
提
供
サ
ー

ビ
ス
Ｑ

ク
　
　
ピ
　
　
オ

Ｕ
Ｐ
ｉ
Ｏ
＋プ

ラ
スの
利
用
促
進

や
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
使
用

促
進
、
特
定
健
診
の
受
診
率
向
上
、

柔
道
整
復
な
ど
の
受
診
適
正
化
な

ど
を
通
じ
て
医
療
費
の
抑
制
に
取

り
組
ん
で
お
り
、
一
定
の
効
果
が

上
げ
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、

近
年
の
医
療
費
の
推
移
は
増
加
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
３
年
度
に
市
が
都
に
納

め
る
国
保
事
業
費
納
付
金
は
約
３３

億
７
０
０
０
万
円
に
上
り
、
国
保

財
政
の
収
支
な
ど
を
加
味
す
る
と

約
６
億
６
８
０
０
万
円
の
財
源
不

足
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
と

い
う
特
殊
な
状
況
に
よ
り
、
今
後

の
景
気
の
動
向
な
ど
に
つ
い
て
は

不
透
明
感
を
増
し
つ
つ
あ
る
こ
と

な
ど
か
ら
、
３
年
度
に
限
り
、
国

の
税
制
改
正
に
伴
う
改
正
の
み
に

留
め
、
税
率
な
ど
を
据
え
置
く
こ

と
と
し
て
い
ま
す
（
左
表
参
照
）。

　
税
制
改
正
に
伴
う
改
正
と
し
て

は
、
低
未
利
用
土
地
等
を
譲
渡
し

た
場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
に
関
し
、

創
設
さ
れ
た
特
別
控
除
を
国
保
税

の
課
税
の
特
例
に
適
用
さ
せ
る
よ

う
、
当
該
規
定
を
改
め
ま
し
た
。

　
ま
た
、
基
礎
控
除
額
が
３３
万
円

か
ら
４３
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
、

給
与
所
得
及
び
公
的
年
金
等
控
除

が
１０
万
円
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と

か
ら
、
軽
減
判
定
で
不
利
益
な
変

更
に
繋
が
ら
な
い
よ
う
、
低
所
得

者
に
係
る
軽
減
判
定
の
算
定
式
を

見
直
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
今
年
度
の
予
算
編
成
に

当
た
っ
て
は
、
国
保
税
抑
制
分
と

し
て
の
約
４
億
７
０
０
０
万
円
を

含
む
約
６
億
３
０
０
０
万
円
の
一

般
会
計
か
ら
の
法
定
外
繰
り
入
れ

お
よ
び
国
保
事
業
運
営
基
金
（
貯

金
）
か
ら
３
０
０
０
万
円
の
投
入

を
行
い
、
財
源
不
足
の
補
て
ん
を

行
い
ま
し
た
。

　
詳
し
く
は
保
険
年
金
課
国
民
健

康
保
険
係
☎
４
７
０
・
７
７
３
３

へ
。

　
市
税
（
料
）
の
口
座
振
替
制
度

は
、
指
定
し
た
金
融
機
関
の
口
座

か
ら
納
期
限
の
日
に
自
動
的
に
期

別
分
を
引
き
落
と
す
制
度
で
す
。

金
融
機
関
な
ど
へ
納
付
に
行
く
手

間
が
省
け
、
納
め
忘
れ
が
無
く
な

る
な
ど
の
利
点
が
あ
り
ま
す
。
ぜ

ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

利
用
で
き
る
市
税（
料
）

　
市
民
税
・
都
民
税
（
普
通
徴
収

分
）、
固
定
資
産
税・都
市
計
画
税
、

軽
自
動
車
税
（
種
別
割
）（
所
有

す
る
全
て
の
車
両
が
対
象
と
な
り

ま
す
）、
国
民
健
康
保
険
税
、
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
、
介
護
保

険
料
。

利

用

で

き

る 

金
融
機
関
な
ど

　
西
武
信
用
金
庫
、
み
ず
ほ
銀
行
、

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
、
三
井
住
友
銀

行
、
り
そ
な
銀
行
、
埼
玉
り
そ
な

銀
行
、
武
蔵
野
銀
行
、
き
ら
ぼ
し

銀
行
、
東
和
銀
行
、
西
京
信
用
金

庫
、
東
京
信
用
金
庫
、
青
梅
信
用

金
庫
、
多
摩
信
用
金
庫
、
中
央
労

働
金
庫
、
東
京
み
ら
い
農
業
協
同

組
合
、
東
京
都
信
連
お
よ
び
東
京

都
の
各
農
協
、
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
・

郵
便
局
。

利
用
で
き
る
預
金
種
目

　
普
通
預
金
、
当
座
預
金
、
納
税

準
備
預
金
（
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
・
介
護
保
険
料
は
納
税
準
備

預
金
の
利
用
が
で
き
ま
せ
ん
）。

申
し
込
み
方
法

　
市
内
金
融
機
関
で
手
続
き
が
で

き
ま
す
。
預
貯
金
通
帳
、
通
帳
届

出
印
、
納
税
・
納
付
通
知
書
を
持

参
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
保
険

年
金
課
・
介
護
福
祉
課
（
市
役
所

１
階
）、
課
税
課
・
納
税
課
（
同

２
階
）な
ど
で
配
布
し
て
い
る「
口

固
定
資
産
税
・ 

都

市

計

画

税

　
固
定
資
産
税
は
、
毎
年
１
月
１

日
現
在
、
市
内
に
土
地
・
家
屋
・

償
却
資
産
を
所
有
す
る
方
が
、
そ

の
資
産
価
値
に
応
じ
て
納
め
る
税

で
、
税
率
は
１
・
４
％
で
す
。

　
都
市
計
画
税
は
、
毎
年
１
月
１

日
現
在
、
都
市
計
画
区
域
の
う
ち
、

市
街
化
区
域
内
に
土
地
・
家
屋
を

所
有
す
る
方
が
、
そ
の
資
産
価
値

に
応
じ
て
納
め
、
都
市
整
備
な
ど

の
費
用
に
充
て
ら
れ
る
目
的
税
で
、

税
率
は
０
・
２４
％
で
す
。
固
定
資

産
税
・
都
市
計
画
税
の
税
額
は
、

「
課
税
標
準
額
×
税
率
」
に
よ
り

算
出
さ
れ
ま
す
。「
課
税
標
準
額
」

は
原
則
と
し
て
、
固
定
資
産
課
税

台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
で
す
。

た
だ
し
、
法
律
に
基
づ
く
課
税
標

準
の
特
例
が
適
用
さ
れ
る
場
合
や
、

土
地
に
つ
い
て
税
負
担
の
調
整
措

置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
は
、
課
税

標
準
額
は
価
格
よ
り
も
低
く
な
り

ま
す
。

土
地
の
価
格
・
税
負
担

　
３
年
度
は
土
地
の
評
価
替
え
の

年
度
に
当
た
る
た
め
、
２
年
１
月

１
日
を
価
格
調
査
基
準
日
と
し
た

地
価
調
査
を
実
施
し
、
２
年
７
月

　
東
久
留
米
市
国
民
健
康
保
険
税

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
が
、

３
年
第
１
回
市
議
会
定
例
会
で
可

決
し
ま
し
た
。

　
今
回
の
改
正
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
に
配
慮

し
、
税
率
な
ど
に
つ
い
て
は
２
年

度
の
税
率
な
ど
を
据
え
置
き
ま
し

た
が
（
左
下
表
参
照
）、
国
の
税

制
改
正
の
影
響
に
よ
り
、
市
の
国

保
税
収
は
総
額
約
２
６
０
０
万
円

の
減
額
が
見
込
ま
れ
ま
す
（
加
入

者
１
人
当
た
り
の
平
均
年
税
額

ベ
ー
ス
で
は
、
９
４
４
円
の
引
き

下
げ
と
な
り
ま
す
）。

　
市
に
お
け
る
医
療
費
は
高
い
水

準
を
維
持
し
、
か
つ
、
都
へ
の
納

付
金
額
は
増
加
し
続
け
て
お
り
、

国
保
税
収
だ
け
で
は
追
い
付
か
な

い
厳
し
い
財
政
運
営
が
続
い
て
い

ま
す
。

　
市
の
国
民
健
康
保
険
の
現
状
に

つ
い
て
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お

願
い
し
ま
す
。

国
保
の
財
政
状
況

　
国
保
は
国
民
皆
保
険
制
度
の

「
最
後
の
と
り
で
」
と
し
て
基
盤

的
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
が
、
近

年
の
急
速
な
高
齢
化
の
進
展
や
、

低
所
得
者
の
増
加
、
医
療
費
水
準

の
高
騰
な
ど
の
要
因
で
国
保
財
政

は
一
層
厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。

平
成
３０
年
度
の
国
保
制
度
改
革
に

よ
り
、
都
が
と
も
に
保
険
者
と
な

り
、
財
政
運
営
の
責
任
主
体
と

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
国
保
財
政
は

安
定
化
に
向
け
た
一
歩
を
踏
み
出

す
こ
と
が
で
き
た
も
の
の
、
都
へ

の
１
人
当
た
り
の
納
付
金
額
に
つ

い
て
は
増
加
の
一
途
を
辿
っ
て
い

ま
す
（
左
図
参
照
）。

　
本
来
は
、
公
費
に
よ
る
負
担
と
、

加
入
者
の
皆
さ
ん
か
ら
い
た
だ
く

国
保
税
に
よ
っ
て
国
保
制
度
の
運

営
に
必
要
な
費
用
を
賄
う
べ
き
で

す
が
、
所
得
に
対
す
る
税
負
担
が

重
く
な
り
す
ぎ
て
し
ま
う
こ
と
か

表　税率等改定表

年度 所得割率 均等割額 課税限度額

医療分
2

5.22％ 3万4,300円 63万円
3

後期高齢者支援分
2

2.03％ 1万2,800円 19万円
3

介護分
2

1.77％ 1万4,400円 17万円
3

※2年度から３年度にすべて据え置き。

16万円

17万円

18万円

19万円

３年度２年度元年度

図　1人当たり納付金額の推移

※東京都の資料から作成。
※医療・後期・介護ごとに算出し、合算した金額。

17万6,127円
17万2,947円

17万9,710円

市
税
（
料
）
な
ど
の
納
付
に
は

市
税
（
料
）
な
ど
の
納
付
に
は

口
座
振
替
の
ご
利
用
を

口
座
振
替
の
ご
利
用
を

３
年
度
国
民
健
康
保
険
税（
国
保
税
）の

税
率
な
ど
が
決
定
し
ま
し
た

３
年
度
固
定
資
産
税
・

３
年
度
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
の
あ
ら
ま
し

都
市
計
画
税
の
あ
ら
ま
し


